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会社紹介
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おもてなしテクノロジーで人を幸せに

【会社名】 株式会社ショーケース

【代表】 代表取締役会長 森 雅弘
代表取締役社長 永田豊志

【住所】 東京都港区六本木1-9-9

【上場市場】 東証スタンダード（証券コード：3909）

【設立】 1996年2月1日

【社員数】 113名 ※正社員 86名(2021年12月末時点）

コアバリュー

ビジネスコンセプト

【事業内容】 ① SaaS事業

② 広告・メディア事業

③ クラウドインテグレーション事業

④ 投資関連事業（Showcase Capital）

⑤ 情報通信関連事業（日本テレホン）

【子会社】 株式会社Showcase Capital

日本テレホン株式会社

（東証スタンダード 証券コード：9425）

企業と顧客をつなぐDXクラウドサービス



TOPメッセージ
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エグゼクティブサマリ

■ 事業譲受により、戦略商品である「おもてなしSuite」のラインナップが増加

販売チャネルも増え、広告宣伝等の投資も強化中

■ オンライン本人確認/eKYCツール「ProTech ID Checker」で活用されている「顔認証技術」が

特許を取得（登録日７/５）

■ 日本テレホン社との共同プロジェクト第一弾がスタート(新メディア)

日本テレホン社（情報通信関連事業）の損益計算書は本第２四半期より連結決算に組み込まれる
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2022年12月期第２四半期連結業績報告



2022年12月期 第２四半期連結業績
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単位：百万円

2021年12月期
第２四半期

2022年12月期
第２四半期

前年同期
増減率

備考

売上高 730 2,178 +198.2%
日本テレホン社が連結に
組み込まれ、大幅に増加

営業利益（損失） ▲67 ▲158 -

積極投資継続。
開発人件費・新メディア開発・
広告宣伝及びアライアンス関連

費用が増加

経常利益（損失） ▲34 ▲168 -

資本業務提携関連の
支払い手数料が発生

親会社株主帰属
純利益（損失） ▲36 ▲140 -



第２四半期業績 事業セグメント別サマリ

■ SaaS事業

既存サービスは堅調に推移。おもてなしSuiteの販売拡大。TVCMの放送など広告投資を強化

■ 広告・メディア事業

スマートフォン関連メディアやプログラミング情報を扱うメディアが好調に推移

新メディアを複数ロンチし、送客数の増加に努める

■ 新規事業（クラウドインテグレーション・投資関連事業）

投資関連事業（Showcase Capital）において、上場企業の資金調達支援を実行

■ 情報通信関連事業（日本テレホン）

中古スマートフォンの販売を中心としたリユース関連事業、キャリアショップを中心とした移動体通信関連事業の

２事業を展開。本第２四半期決算より損益計算書に組み込まれる
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第２四半期業績 報告セグメント別業績
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報告セグメント 売上高 前年同期増減率 営業利益（損失） 前年同期増減率

SaaS事業 462 +0.4% 202 -31.7%

広告・メディア事業 199 -1.4% 23 +28.2%

クラウドインテグレーション事業 50 -17.0% ▲1 N/A
（※前年同期は▲15）

投資関連事業（Showcase Capital） 65 +1,026%
（※前年同期は5）

0 N/A
（※前年同期は▲8）

情報通信関連事業（日本テレホン） 1,400 - ▲35 -

プロフィット部門合計 2,178 +198.4% 189 -34.8%

全社共通費等 0 -18.8% ▲348 N/A
（※前年同期は▲359）

全社合計 2,178 +198.2% ▲158 N/A
（※前年同期は▲67）

【報告セグメントの変更】

「情報通信関連事業（日本テレホン） 」の損益計算書は2022年12月期第２四半期決算より連結会計に組み込まれる。

【「収益認識に関する会計基準」等の適用】

第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用。当該変更により、当第２四半期連結累計期間の「広告・メディア事業」の売上高は19,145千円減少。セグメント利益に与える影
響はなし。「クラウドインテグレーション事業」の売上高は306千円減少。セグメント損失に与える影響はなし。「SaaS事業」、「投資関連事業」、「情報通信関連事業」、「その他」につい
ては、売上高及びセグメント利益又は損失に与える影響はなし。



第２四半期業績 連結BS/連結PL
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2021年12月期
通期

2022年12月期
第2四半期

流動資産 2,179 3,683

固定資産 504 764

（うち、有形固定資産） 80 107

（うち、無形固定資産） 163 442

（うち、その他投資等） 259 214

総資産 2,684 4,448

流動負債 374 822

固定負債 129 857

純資産 2,180 2,768

損益計算書［連結］貸借対照表［連結］

2021年12月期

第2四半期

2022年12月期

第2四半期

売上高 730 2,178

売上総利益 544 765

販管費 611 924

営業利益（損失） ▲67 ▲158

経常利益（損失） ▲34 ▲168

特別利益 - 18

特別損失 1 37

親会社株主帰属純利益
（損失）

▲36 ▲140

第１四半期決算期において、日本テレホン社を連結の範囲に含めたことに

より、資産合計が2,345百万円、のれんが272百万円、負債合計が962百万

円、非支配株主持分が826百万円増加。

売上高増収。成長投資のための人件費及び広告宣伝費等の販管費増加により

減益。第三者割当増資に係るアドバイザリー費用や、仮処分の申立てに対応

する弁護士費用等の支払い手数料により、営業外費用及び特別損失が発生。

※日本テレホン（情報通信関連事業）は当第２四半期決算期より損益計算書に組み込まれる



事業進捗～SaaS事業～



SaaS事業：KPIサマリ【第２四半期末時点】
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＋0.4％

0.75％1,061件

78.3％

58,984円

747百万円

ARR 売上高成長率(前年同期比)

月次解約率アカウント数

リカーリングレベニュー比率

ARPA

※１ ARR：Annual Recurring Revenue。各四半期末時点のMRR(Monthly Recurring Revenue)を12倍して算出。MRRは対象月の月末時点における継続課金アカウント数に係る月額料金の合計額(一時収益は含まない)
※２ リカーリングレベニュー(Recurring Revenue)：毎期継続的・反復的に発生する収益のこと
※３ ARPA：１有料課金アカウント当たりの平均単価。各四半期末時点における合計ARRを有料課金アカウント数で除して算出

※１ ※２

※３



SaaS事業：KPI【サービス別売上高推移】
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売上高推移（ARR＋初期費用）

コンサルティングによる質向上によ

り解約率低下、下降トレンドの転換

に成功。

オンライン取引需要の高まりを掴み、

デジタルマーケティングを強化。大

きく成長中。

第１四半期より販売開始。第２四半

期でも契約数を伸ばし売上に貢献。

引き続き営業強化と開発を積極展開。

NaviCast ProTech おもてなしSuite

新たな戦略商品

成長エンジン

１Q ２Q ３Q ４Q １Q ２Q ３Q ２Q

20212020 2022

中核サービス

４Q １Q



■ ストック売上比率を示すリカーリングレベニュー比率は引き続き75％程度で推移。安定的な収益基盤を確保

SaaS事業：KPI【リカーリングレベニュー比率】
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リカーリングレベニュー（顧客が当社のサービスを利用する限り継続的に計上されるストック収益）

フロー収益（取引時の初期費用・カスタマイズ開発等の一時収益）

20212020 2022

４Q１Q ２Q ３Q ４Q１Q ２Q ３Q １Q

78% 85% 82% 72% 71% 78% 71% 75% 72%

22% 15% 18% 28% 29% 22% 29% 25% 28%

２Q

78%

22%



SaaS事業：KPI 【解約率推移】

■ コンサルタントによる提案力の向上により解約率が低下。また、「ProTech ID Checker」のアカウント増加により全体の解約率が低下

■ 2021年の月平均解約率は１%未満で推移。2022年１Qから若干解約率が変動したものの、依然１%未満をキープ
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20212019 2020

４Q ４Q１Q ２Q ３Q １Q

2022

４Q１Q ２Q ３Q １Q ２Q ３Q

1.0%

2.0%

3.0%

２Q



SaaS事業：おもてなしSuiteのラインナップが増加

■ 株式会社ＡＬＢＥＲＴ（東証グロース 証券コード： 3906）より譲受した「AI・高性能チャットボット スグレス」が、

戦略商品おもてなしSuiteのラインナップとして追加（７月１日譲受）

■ これにより、既存のおもてなしSuiteのチャット機能が拡充。ユーザー毎に最適化されたコミュニケーションを実現
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有人チャット

AIチャットボット

譲受事業の経営成績

126百万円

※2021 年 12 月期の売上高

顧客

７月より機能追加



SaaS事業：おもてなしSuiteのTVCM・タクシー広告配信

■ ６月よりテレビ東京系にてTVCMをオンエア開始

■ ガイアの夜明け、カンブリア宮殿、ワールドビジネスサテライト等の番組で放送済み

■ ７月からタクシー広告も配信し、認知度向上に向けて活動中
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SaaS事業：特許取得
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■ オンライン本人確認/eKYCツール「ProTech ID Checker」で活用されている「顔認証技術」が特許を取得（特許第7100334号）

■ 今後も、企業と顧客をつなぐDXクラウドサービスに資する技術開発を進めていく



事業進捗～広告・メディア事業～



広告・メディア事業：KPI【送客数・成果報酬単価】

■ 主要KPIとして掲げる送客数・成果報酬単価は前年同期と比較し上昇

■ これまでに培ったメディア運営ノウハウを横展開し、高い集客力を持つメディアを複数展開し成長を目指す
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送客数 成果報酬単価

2021 2022

４Q１Q ２Q ３Q ４Q１Q ２Q ３Q

2021 2022



広告・メディア事業：日本テレホンとの共同メディアがスタート！
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■ 日本テレホン社との共同プロジェクト第一弾として、共同メディアをリリース

■ 光回線・格安SIM・Wi-Fi・ホームルーターの総合メディア「ひかりチョイス」

■ 口コミや評判、比較したおすすめ情報をまとめることで、企業と顧客の間に潜む“不”を取り除き、便利な情報社会を目指す



事業進捗
～クラウドインテグレーション事業・投資関連事業～



新事業領域【クラウドインテグレーション・投資関連事業】
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クラウドインテグレーション事業

ショーケースのSaaS開発・運用・販売のノウハウと各界のリー

ディングカンパニーの事業ノウハウを融合し、業界に特化した

DX支援開発やVertical SaaSを開発し新規事業の創造を支援。

個別開発による追加発注が好調で、堅実に推移。

2021年12月に株式会社ANAP（東証スタンダード 証券コー

ド：3189）の資金調達支援として、新株予約権割当契約を締結

し、2022年１月に引受け。株式の売買により、業績に貢献。

スタートアップと事業会社・投資家を動画で結ぶマッチング

プラットフォームサービス「SmartPitch」が規模を拡大中。

スタートアップの登録社数：390社以上

事業会社等の投資家：160社以上

（2022年８月現在）

投資関連事業（Showcase Capital）

横浜銀行

広報×DX

金融×DX

人材×DX

不動産×DX

DX支援開発

Vertical SaaS開発

etc…



有力パートナー企業とのアライアンス



資本業務提携・合弁事業：共同開発プロジェクトや事業の共同運営

■ 販路拡大、DX支援を加速させるために、有力パートナー企業とのアライアンスを積極的に展開
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【業界特化型DX支援開発・合弁会社設立】

プラップノード株式会社を設立し、広報・PR支援SaaS「PRオートメーション」を

リリース。大手企業を中心に 350 社以上のクライアントが導入。

日本PR協会が主催する「PRアワードグランプリ2021」において奨励賞を受賞。

【長期的パートナーシップ構築を目的とした資本・業務提携】

AI inside 社の主力商品であるAI-OCRの「DX Suite／AI inside Cube」、ノーコード

AI開発運用ツールの「Learning Center Vision／Forecast」と当社主力商品

「おもてなしSuite」についての相互にクロスセルできる体制を構築し営業を展開。



事業進捗～情報通信関連事業～



資本・業務提携進捗
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■ ７月27日より日本テレホン社が新体制となり、当社から４人の取締役を選任

■ 日本テレホン社の代表取締役会長CEOを、当社代表取締役社長の永田が兼任

■ 提携による事業シナジーの早期創出をめざし、企業価値向上を一層推し進める



資本・業務提携進捗
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・オンライン買取システムの

構築

・eKYCや自動査定の活用

・パートナー連携システム

・オンライン販売（Amazon/

楽天等のモールへの出店）

・プロモーション強化

（共同メディア）

・ストック型レンタルモデルの

構築

・オフィス移転による

コスト削減

・在庫や営業、販売管理の

DXを推進し、生産性を

高める

企業価値の向上を目指す

仕入れ力の強化 業務効率化・DX 販売力の強化



APPENDIX



事業セグメント：拡大する市場へむけてグループ１社を加え、５つの事業を運営
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企業と顧客をつなぐDXクラウドサービス

１.  SaaS事業 ２.  広告・メディア事業

３.   クラウドインテグレーション事業 ４.  投資関連事業

EFO市場シェアNo.１で培ったWebサイ
ト最適化・UI/UX技術を活かし、市場
規模の大きいCRMへ進出、投資を強化

国内有数のスマホメディアの運営ノウ
ハウを多角化展開。金融商品中心にメ
ディア数を増加させ、集客力を強化

ショーケースの強みであるSaaS開発ノ

ウハウと大手企業の業務ノウハウを融

合した企業のDX支援開発事業を展開

スタートアップと事業会社・投資家を

マッチングするプラットフォームほか

資金調達支援事業を展開

従前からの中核事業かつ成長事業

５.情報通信関連事業

M&Aによる今後の成長事業新事業領域

スタンダード市場上場のリユースモバ

イル事業などを運営する日本テレホン

を連結子会社化



2022年４月１日 経営執行体制

■ グループ経営体制の強化、最適な経営資源の分配、後継者育成に注力する新経営執行体制
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執行部門

■ 広告・メディア事業

兼務

日本テレホン株式会社

代表取締役会長CEO

執行部門

■ クラウドインテグレーション事業

■ コーポレート本部

■ 内部監査室

兼務

プラップノード株式会社 取締役

CFO（グループCFO）

兼務

株式会社Showcase Capital  

代表取締役CEO

プラップノード株式会社 監査役

日本テレホン株式会社 取締役CFO

執行部門

■ SaaS事業

永田 豊志 森 雅弘 平野井 順一 中村 浩一郎

代表取締役社長 代表取締役会長 取締役 取締役

社外取締役 監査役

矢部 芳一 柳 雅二 渡久地 択 小野 和典（常勤・社外） 南方 美千雄（社外） 小島 大（社外）



■ サイト運営企業へ月額課金（サブスクリプション）でWebサイト支援を提供するストック型モデル

■ マーケティング強化によるアカウント数増加とカスタマーサクセスによる単価向上施策を推進中

■ パートナー販売網の強化により、今後、アカウント数をスケール

SaaS事業：ビジネスモデル

32

ショーケース
（サイト支援SaaS提供）

パートナー企業
販売代理店

クラウドサービス提供

販売委託

月額利用料＋オプション売上

利用料

サイト運営企業（金融機関が半数）

サービス
提供

利用料

顧客単価（月額＋オプション）×主要KPI 継続率（１-解約率）×アカウント数



オンライン本人確認（eKYC）サービスのKPI推移

■ 2020年サービス提供開始後２年間で高い成長を実現

■ 2022年２Qのアカウント数は前年同期増減率+155%、MRRの前年同期増減率は+168%

33

アカウント数 MRR

※MRR(Monthly Recurring Revenue)：継続課金による月次収益。(一時収益は含まない)

※

YoY
+168%

YoY
+155%

１Q ２Q ３Q ４Q １Q１Q ２Q ３Q ４Q

20212020 2022

１Q ２Q ３Q ４Q １Q１Q ２Q ４Q３Q

20212020 2022

２Q ２Q

数字変更済み森友8/4



広告・メディア事業：ビジネスモデル

■ 自社運営メディアからの送客による大手キャリアや金融機関を広告主とした成功報酬型広告サービス

■ 国内有数の送客力を誇るスマホニュースメディアに続き、金融商品比較メディアを展開

■ 運営メディア数を倍増させるなど、送客数を増やして成長を図る
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成果報酬

成果報酬

送客、契約

送客、契約

検索、閲覧

検索、閲覧

広告主 ショーケース
（メディア運営事業者）

ユーザー

大手通信キャリア

大手金融機関

送客数 成果報酬単価×主要KPI



ISO27001更新、ISO27017新規取得
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■ 2022年５月26日にISMS認証「ISO/IEC 27001」の更新、及びISMSクラウドセキュリティ認証「ISO/IEC27017」を新規取得

■ 企業と顧客、そして社会に対して更なる情報セキュリティを強化することで、サービスの品質を高め、企業価値向上につなげていく

情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）に関する国際規格です。
情報の機密性・完全性・可用性の３つをバランスよくマネジメントし、
情報を有効活用するための組織の枠組みを示しています。

クラウドサービスに関する情報セキュリティ管理策のガイドライン規格
です。情報セキュリティ全般に関するマネジメントシステム規格である
ISO/IEC 27001の取り組みをISO/IEC 27017で強化することで、クラウド
サービスにも対応した情報セキュリティ管理体制を構築することができ
ます。

情報セキュリティシステム（ISMS）について

ISMSクラウドセキュリティ「ISO/IEC27017」について



全社として対面する市場（TAM）

■ 国内DX市場の市場規模はもっとも拡大する急成長市場である。国内DX市場の業界別の市場成長率を見ると製造分野、金融分野は市場規模が大きい
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富士キメラ綜研「2020デジタルトランスフォーメーション市場の将来展望」より

デジタルトランスフォーメーション市場

2019年 2021年予測

7,912億円

１兆
4,357億円

３兆
425億円

2030年予測

6,102億円

デジタルマーケティング市場

2025年予測2020年

4,305億円

IDC  国内デジタルマーケティング関連サービス市場 セグメント別／産業分野別予測、
2020～2025年より

CAGR 7.2% CAGR11.6%



当社におけるSDGsの取り組み
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ターゲット：8.10

国内の金融機関の能力を強化し、全ての人々の銀行取引、保険及び金融サービスへのアク

セスを促進・拡大する。

ショーケースでは、ビジネスやサービスを通じた持続可能な開発目標への貢献を目指します。

サービスを通じた「人の幸せ」や「社会の持続可能性」を目標として、今後はより多くのステーク

ホルダー及び自社のサステナビリティを追求していきます。

オンライン本人確認/eKYCツール「ProTech ID Checker」は、銀行口座の開設

やクレジットカードの発行、携帯電話の契約時の本人確認をオンラインで行いま

す。「なりすまし」を防止することで不正取引の防止、マネー・ローンダリング

やテロ資金供与防止にも寄与しています。

また、新型コロナウイルス感染症による非対面取引の推進及びユーザーの外出自

粛などにも貢献しています。

各業界のリーディングカンパニーのDX支援開発を通じて、ビジネスモデルの

変革や業務DX化を図り、国内産業及び企業の「2025年の崖」による経済損失

を抑えることに貢献します。

今後は、リーディングカンパニーのみならず、SaaS開発ノウハウを活かした

横展開可能なプロダクト開発を行い、中小企業のDX支援も推進を目指します。

DX支援開発

サイバーセキュリティによる

安心・安全な非対面取引の推進

DX支援開発による

持続可能な国内産業への貢献

ターゲット：9.2

包摂的かつ持続可能な産業化を促進し、2030年までに各国の状況に応じて雇用及びGDP

に占める産業セクターの割合を大幅に増加させる。



技術特許～独自の技術やノウハウを知財として積極的活用

■ 現在、本人確認(eKYC）サービス「ProTech ID Checker」において、本人確認システムプログラムなどの特許を複数出願中です。

今後も技術特許取得を目指し技術開発を積極的に推進してまいります。
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入力フォームの最適化技術 日本 Japan 2010年02月 取得

スマートフォン表示の最適化技術 日本 Japan 2012年03月 取得

Webサイト内誘導の最適化技術 日本 Japan 2012年08月 取得

スマートフォン表示の最適化技術 アメリカ USA 2012年10月 取得

スマートフォン表示の最適化技術 シンガポール Singapore 2013年04月 取得

スマートフォン表示の最適化技術 ブルネイ Brunei 2013年04月 取得

パーソナライズ化された誘導最適化技術 日本 Japan 2013年11月 取得

異なるWebサイトでフォームの自動入力技術 日本 Japan 2015年10月 取得

スマートフォン表示の最適化技術 マレーシア Malaysia 2016年05月 取得

モバイル端末を使った個人情報の暗号化技術 日本 Japan 2016年07月 取得

入力レスでログインが可能となる認証処理技術 日本 Japan 2017年01月 取得

顔認証技術 日本 Japan 2022年07月 取得



用語集①
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AI

人工知能（Artificial Intelligence）

人間の知的なふるまいをコンピュータプログラムを用いて人工的に実現する

こと

ARR

年次経常収益（Annual Recurring Revenue）

毎年繰り返し得ることができる収益

CAGR

年平均成長率（Compound Average Growth Rate）

複数年にわたる成長率から、1年あたりの幾何平均を求めたもの

DX

デジタルトランスフォーメーション（Digital Transformation）

デジタル技術・テクノロジーを活用したビジネスや生活の変革

EFO

入力フォーム最適化（ Entry Form Optimization ）

入力の手間を減らし、より短時間で正確に入力完了できるようにユーザーに

合わせて入力フォームを最適化する事

eKYC

オンライン本人確認（electronic Know Your Customer）

オンライン上で行う本人確認

MRR

月次経常収益（Monthly Recurring Revenue）

毎月繰り返し得ることができる収益

チャットボット

チャットとボットを組み合わせた言葉。AI：人工知能を活用した「自動会話

プログラム」



用語集②
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SaaS

（Software as a Service）

必要な機能を必要な分だけ利用できるクラウドサービス

TAM

獲得可能な最大市場規模（Total Available Market）

市場の中で獲得できる可能性がある最大の市場規模

UI

ユーザーインターフェース（User Interface）

ソフトウェアの操作画面や操作方法、デザイン、レイアウト、フォントなど

UX

ユーザーエクスペリエンス（User eXperience）

サービスを通じて得られる、心地よさや充足感などのユーザー体験

ノーコード

ソースコードの記述をせずにアプリケーションやWebサービスやアプリなど

のソフトウェアを開発できるサービス



本資料に含まれる将来の見通しに関する記述等は、現時点における情報に基づき判断したものであり、マクロ経済動向及

び市場環境や当社の関連する業界動向、その他内部・外部要因等により変動する可能性があります。

従いまして、実際の業績が本資料に記載されている将来の見通しに関する記述等と異なるリスクや不確実性があります。

ご了承ください。

本資料の取り扱いについて


